
（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法人番号
一般競争入札・指名競
争入札の別(総合評価の
実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官

横浜港湾空港技術調査事務所長

令和5年4月1日～令和6年3月31日 横浜港湾空港技術調査事務所

建設コンサルタント等 神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

分任支出負担行為担当官

横浜港湾空港技術調査事務所長

令和5年4月3日～令和6年3月22日 横浜港湾空港技術調査事務所

測量・調査 神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

復建調査設計株式会社　東京支社

43,780,000R5.4.3
横浜市中区日本大通１７番地

一般競争入札
（総合評価）

令和５年度　東京湾環境情報センターシステム修正
設計及び環境調査データ解析等業務

9010001008669

4240001010433 80.6%R5.4.3

一般競争入札
（総合評価）

45,111,000

18,557,000

国際航業株式会社　神奈川支店
97.0%

14,960,000
東京都千代田区岩本町三丁目８－
１５

令和５年度　生物共生型護岸における炭素吸収・固
定能力等基礎調査



（別紙様式２）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法人番号
随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

分任支出負担行為担当官

横浜港湾空港技術調査事務所長

令和5年4月10日～令和6年3月29日 横浜港湾空港技術調査事務所

建設コンサルタント等 神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

分任支出負担行為担当官

横浜港湾空港技術調査事務所長

令和5年4月10日～令和6年3月29日 横浜港湾空港技術調査事務所

建設コンサルタント等 神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

分任支出負担行為担当官

横浜港湾空港技術調査事務所長

令和5年4月10日～令和6年3月29日 横浜港湾空港技術調査事務所

建設コンサルタント等 神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

分任支出負担行為担当官

横浜港湾空港技術調査事務所長

令和5年4月10日～令和6年3月29日 横浜港湾空港技術調査事務所

建設コンサルタント等 神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

国立研究開発法人海上・港湾・航
空技術研究所

神奈川県横須賀市長瀬３－１－１

R5.4.10

国立研究開発法人海上・港湾・航
空技術研究所

5012405001732
会計法第29条の３第４項

神奈川県横須賀市長瀬３－１－１ 理由は別紙２－４のとおり
（参加者の有無を確認する公募手続）

令和５年度　東京国際空港における空港土木施設の設
計・施工・維持管理等の高度化に関する研究委託

100.0%

100.0%31,633,800

44,998,800

43,011,100

44,998,800 100.0%

5012405001732

理由は別紙２－１のとおり
（参加者の有無を確認する公募手続）

43,011,100

100.0%37,236,100 37,236,100

31,633,800

5012405001732

5012405001732

国立研究開発法人海上・港湾・航
空技術研究所

神奈川県横須賀市長瀬３－１－１

令和５年度　港湾環境の効果的・効率的な整備手法
等に関する研究委託 会計法第29条の３第４項

理由は別紙２－２のとおり
（参加者の有無を確認する公募手続）

R5.4.10

令和５年度　港湾土木施設の設計・施工・維持管理
等の高度化に関する研究委託

R5.4.10
理由は別紙２－３のとおり
（参加者の有無を確認する公募手続）

会計法第29条の３第４項

令和５年度　埋立地盤の設計・施工・維持管理等の
高度化に関する研究委

R5.4.10

国立研究開発法人海上・港湾・航
空技術研究所 会計法第29条の３第４項

神奈川県横須賀市長瀬３－１－１



（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法人番号
一般競争入札・指
名競争入札の別
(総合評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官
横浜港湾空港技術調査事務所長
横浜港湾空港技術調査事務所
神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

分任支出負担行為担当官

横浜港湾空港技術調査事務所長

横浜港湾空港技術調査事務所
神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

4010801023260

9030001023039令和５年度　横浜技調ホストサーバー購入 一般競争入札
東京都港区芝浦２－１－－５

R5.4.3
株式会社照輝

R5.4.3

丸紅ネットワークソリューションズ株
式会社

令和５年度　横浜技調庁舎清掃 一般競争入札
東京都大田区西六郷２－２２－４

65.5%

70.7%

2,137,806 1,400,608

5,060,000 3,575,951



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備
考

分任支出負担行為担当官

横浜港湾空港技術調査事務所長

横浜港湾空港技術調査事務所

神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

分任支出負担行為担当官

横浜港湾空港技術調査事務所長

横浜港湾空港技術調査事務所

神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

分任支出負担行為担当官

横浜港湾空港技術調査事務所長

横浜港湾空港技術調査事務所

神奈川県横浜市神奈川区橋本町２－１－４

予決令第99条第１項第16
号

予決令第99条第１項第16
号

予決令第99条第１項第16
号

R5.4.3
千葉県千葉市中央区市場町１－１

千葉県知事
4000020120006

神奈川県横浜市中区本町６丁目５
０番地の１０

横浜市長

1,596,2511,596,251 100.0%

100.0%

100.0%

1,879,8204000020120006

3000020141003

1,879,820

2,275,584 2,275,584

千葉県船橋市浜町２－５

千葉県葛南港湾事務所長
港湾施設の目的外使用料

千葉県所有普通財産（土地）借上

R5.4.3

R5.4.3横浜市所有ふ頭用地使用料



 

横浜技調 

随 意 契 約 理 由 書 

 

件名 令和5年度 埋立地盤の設計・施工・維持管理等の高度化に関する研究委託 

 

  本業務は、下記の理由により、国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所と随意契約

する。 

 

記 

 

本業務は、港湾における埋立地盤の設計から維持管理までのライフサイクル全般にわたる課題の解決を目指す

ものである。 

具体的には、埋立地盤の設計・施工・維持管理等の高度化を図るため、地盤改良工事におけるCO2固定化に関

する検討、大規模急速施工埋立地盤の長期維持管理システム構築に関する検討を行うものである。 

本業務実施に際しては、港湾整備に関する総合的かつ最新の知見を有し、さらに理学的・工学的な研究遂行能

力及び研究実績を有している必要があり、以下に示す高い技術力を有している必要がある。 

 

【必要となる技術力】 

① 港湾域における固化処理土の強度発現及び長期耐久性等の性能評価に関する研究実績を有していること。 

② 地盤情報データの評価および長期圧密に関する研究の実績を有していること。 

 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所（以下、「研究所」という。）は、港湾、

空港及び海岸の整備等に関する調査、研究及び技術の開発等を行うことにより、効率的かつ円滑な港湾、空港及

び海岸の整備等に資するとともに、これらに関する技術の向上を図る事を目的として平成 13 年に設立された機

関である。 

研究所は本業務に関連する地盤改良工事、固化処理土の強度特性や長期劣化特性や長期・超長期の圧密挙動の

高度なモデル化に関する研究の知見を得ている。また、上記①、②に示す高い技術力を有しており、これらの各

研究を活用した総合的かつ水準の高い研究を実施可能な研究機関は研究所において他にはない。 

このため、上記要件を満たすと認められるものがいない場合に特定公益法人等と随意契約手続きに移行するこ

とを明示して「参加意思確認書の提出を求める公示」を行ったところ、参加意思確認書を提出する者がいなかっ

たことから、当該委託契約を遂行することができる唯一の機関として選定した国立研究開発法人海上・港湾・航

空技術研究所 港湾空港技術研究所と会計法第２９条の３第４項の規定に基づき、随意契約を行うものである。 

t83ah-kobayashi
テキスト ボックス


別紙２－１




 

横浜技調 

随 意 契 約 理 由 書 

 

件名 令和5年度 港湾環境の効果的・効率的な整備手法等に関する研究委託 

 

  本業務は、下記の理由により、国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所と随意契約

する。 

 

記 

 

 本業務は、船舶の大型化に対応した大水深岸壁等の港湾施設を環境に配慮しながら効果的・効率的に整備す

るために必要となる港湾施設の計画から設計、施工、運営、維持管理に至るライフサイクル全般の課題の解決を

目指すものである。 

 具体的には、東京湾シミュレータの開発、魚類多様性のための生物共生型港湾構造物の整備手法に関する検

討を行うものである。 

 

本業務実施に際しては、港湾整備に関する総合的かつ最新の知見を有し、さらに理学的・工学的な研究遂行能

力及び研究実績を有している必要があり、以下に示す高い技術力を有している必要がある。 

 

【必要となる技術力】 

① 内湾水質複合生態系モデルの開発とそのモデルを活用した海域環境予測システムに関する研究の実績を有

していること。 

② 港湾域において環境 DNA 技術を活用した生物相把握の再現性を解析・評価した研究の実績を有しているこ

と。 

 

 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所（以下、「研究所」という。）は、港湾、

空港及び海岸の整備等に関する調査、研究及び技術の開発等を行うことにより、効率的かつ円滑な港湾、空港及

び海岸の整備等に資するとともに、これらに関する技術の向上を図る事を目的として平成 13 年に設立された機

関である。 

研究所は本業務に関連する内湾水質複合生態系モデルによる解析プログラムの高度化に関する研究、港湾域に

おける環境DNAを用いた調査に対する高度な知見を得ている。また、上記①、②に示す高い技術力を有しており、

これらの各研究を活用した総合的かつ水準の高い研究を実施可能な研究機関は研究所において他にはない。 

このため、上記要件を満たすと認められるものがいない場合に特定公益法人等と随意契約手続きに移行するこ

とを明示して「参加意思確認書の提出を求める公示」を行ったところ、参加意思確認書を提出する者がいなかっ

たことから、当該委託契約を遂行することができる唯一の機関として選定した国立研究開発法人海上・港湾・航

空技術研究所 港湾空港技術研究所と会計法第２９条の３第４項の規定に基づき、随意契約を行うものである。 

t83ah-kobayashi
テキスト ボックス


別紙２－２




 

横浜技調 

随 意 契 約 理 由 書 

 

件名 令和5年度 港湾土木施設の設計・施工・維持管理等の高度化に関する研究委託 

 

  本業務は、下記の理由により、国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所と随意契約

する。 

 

記 

 

  本業務は、港湾土木施設の設計から維持管理までのライフサイクル全般にわたる課題の解決を目指すもの

である。 

 具体的には、鉱滓の地盤材料としての循環利用に関する検討、岸壁背面土中等に埋設された鋼材の腐食・防

食に関する検討を行うものである。 

 

本業務実施に際しては、港湾整備に関する総合的かつ最新の知見を有し、さらに理学的・工学的な研究遂行能

力及び研究実績を有している必要があり、以下に示す高い技術力を有している必要がある。 

 

【必要となる技術力】 

① リサイクル材の地盤材料としての活用に関する化学的・力学的特性など材料特性の評価に関する研究の実

績を有していること。 

② 海洋環境下における鋼材の腐食・防食特性に関して、暴露試験施設や実環境下での連続モニタリングを活

用した研究の実績を有していること。 

 

 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所（以下、「研究所」という。）は、港湾、

空港及び海岸の整備等に関する調査、研究及び技術の開発等を行うことにより、効率的かつ円滑な港湾、空港及

び海岸の整備等に資するとともに、これらに関する技術の向上を図る事を目的として平成 13 年に設立された機

関である。 

研究所は本業務に関連するリサイクル材の地盤材料としての活用に関する研究、鋼材の腐食、防食特性に関す

る研究の知見を得ている。また、上記①、②に示す高い技術力を有しており、これらの各研究を活用した総合的

かつ水準の高い研究を実施可能な研究機関は研究所において他にはない。 

このため、上記要件を満たすと認められるものがいない場合に特定公益法人等と随意契約手続きに移行するこ

とを明示して「参加意思確認書の提出を求める公示」を行ったところ、参加意思確認書を提出する者がいなかっ

たことから、当該委託契約を遂行することができる唯一の機関として選定した国立研究開発法人海上・港湾・航

空技術研究所 港湾空港技術研究所と会計法第２９条の３第４項の規定に基づき、随意契約を行うものである。 
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横浜技調 

随 意 契 約 理 由 書 

 

件名 令和5年度 東京国際空港における空港土木施設の設計・施工・維持管理等の高度化に関する研究委託 

 

  本業務は、下記の理由により、国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所と随意契約

する。 

 

記 

 

本業務は、東京国際空港における空港土木施設の設計から維持管理までのライフサイクル全般にわたる課題の

解決を目指すものである。 

具体的には、空港土木施設の設計・施工・維持管理等の高度化を図るため、地震動による地盤の累積損傷を考

慮した変形予測、強震観測記録の解析と情報発信手法に関する検討を行うものである。 

 

本業務実施に際しては、空港整備に関する総合的かつ最新の知見を有し、さらに理学的・工学的な研究遂行能

力及び研究実績を有している必要があり、以下に示す高い技術力を有している必要がある。 

 

【必要となる技術力】 

① 地震応答解析手法の開発・高度化に関する研究の実績を有していること。 

② 強震観測記録データの解析により、軟弱地盤における地震動特性に関する研究の実績を有していること。 

 

 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所（以下、「研究所」という。）は、港湾、

空港及び海岸の整備等に関する調査、研究及び技術の開発等を行うことにより、効率的かつ円滑な港湾、空港及

び海岸の整備等に資するとともに、これらに関する技術の向上を図る事を目的として平成 13 年に設立された機

関である。 

研究所は本業務に関連する地震時の地盤や構造物の挙動に関する研究、地盤・構造物の設計法の高度化に関す

る研究の知見を得ている。また、上記①、②に示す高い技術力を有しており、これらの各研究を活用した総合的

かつ水準の高い研究を実施可能な研究機関は研究所において他にはない。 

このため、上記要件を満たすと認められるものがいない場合に特定公益法人等と随意契約手続きに移行するこ

とを明示して「参加意思確認書の提出を求める公示」を行ったところ、参加意思確認書を提出する者がいなかっ

たことから、当該委託契約を遂行することができる唯一の機関として選定した国立研究開発法人海上・港湾・航

空技術研究所 港湾空港技術研究所と会計法第２９条の３第４項の規定に基づき、随意契約を行うものである。 
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